
住民税の課税額を決定し、
それぞれの減税方法に従って税額を調整

↓

課税額が減税額を下回る人を抽出し、
それぞれの支給額を決定

～ ↓

７月下旬 対象者に補足給付金の支給通知を発送

～ ↓

８月 支給開始

６月

【今後のスケジュール】

所得税 住民税

給与所得者 ６月以降の給与から減税
６月分は納税なし

７月以降、減税後の
税額を11等分して納税

個人事業主
原則、確定申告で

予定納税の場合は７月に適用
扶養家族分は税務署に申請

６月分から減税

年金受給者 ６月分から減税 10月分から減税

【定額減税の実施方法】

６月から始まった定額減税。１人当たり「所得税３万円＋住民税１万円＝
４万円」の減税ですが、企業や自治体の事務が煩雑で、確定申告の減税は来

年になるなど経済効果に疑
問の声も。
納税額が４万円未満の単身者や逆に

「世帯人数×４万円」の減税額を引き
きれない多子世帯などには、自治体が
「補足給付金」を減税と合わせて支給。
複雑な事務に自治体は大混乱です。

補足給付金は「事務負
担の軽減のため」１万円

単位で支給されます。例えば、単身者で所得
税と住民税の納税額が合計2.5万円の場合、引
ききれなかった1.5万円を繰り上げて、２万円
が支給されることに。区では、６月中に対象
者を抽出し、７月下旬に対象者へ通知を発送、
支給開始は８月の予定です。

区の補足給付金は、30,907
件・支給総額約12.9億円を見込んでいます。税務署と

の連絡や複雑な計算など、事務費に約２億円かかりますが、国から区
へ交付されるのは1.1億円のみで、不足分の約9000万円は区の持ち出し。
定額給付方式にしていれば、シンプルで早期に実施可能でした。

国は「減税額の半分程度が消
費にまわるのでは」としていま

すが、物価高騰で生活費に消える方が多いのでは。
被扶養の方など直接恩恵を受けられない場合もあ
り、誰にも届く消費税減税こそ行うべき、との意
見が区議会でも出ています。区民のくらしを支え
るため荒川区から国に声をあげてほしい。
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南千住レポート
区議団控え室 荒川区荒川2-2-3区役所内5階 ☎:3802-4627
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まちづくり、
くらしの情報
を届けます
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。

。 ご要望やご相談などは随時ご連絡ください。事務所での定例法律相談は、

毎月第２木曜18時から。平日の午後に法律事務所（北千住）でも可能です。

お名前、電話番号等を下記の留守番電話に録音して下さい。

相馬ゆうこ事務所 南千住５－１－６－２階 ☎３８０７－４１９２

区の補聴器購入費助成の助成額がこれまでの2.5万円から７万2,450円に、大幅に引き
上げられました。

すでに申請してしている方も、
４月以降であれば遡って支給しま
す。また、助成を受けてから５年
以上経過し買い替える場合に、再
度利用が可能になります。

【問合せ】 高齢者福祉課 高齢者福祉係 ☎03-3802-3111 （内線）2678

共産党区議団はこれまで、助成額を10万
円に引き上げる提案を行ってきましたが、今回、区の助成額の1/2を補助している東京
都が、助成額の上限を「非課税世帯14万4,900円・課税世帯７万2,500円」としたことか
ら、区もそれに合わせて引き上げに踏み切ったかたちです。
都が示した上限額は、国制度の「障がい者の補装具支給」の基準額にあわ
せたものですが、実際の補聴器利用者の平均購入額は約25万円と高額。国も
都も、実態にあった額を検討してほしい。区の独自の引き上げについても引き続き求め
ていきます。みなさんの声もお寄せ下さい。

これまで 25,000円

↓

４月から 72,500円

障がい者の補装具の
支給費は３年に１度見

直しが行われ、今年が見直しの年。補聴器（耳あな式）が13.7万→14.49万円に引き上
げられたほか、視覚障害者安全つえや義肢の採型料なども引き上げに。
国制度の支給対象外になっている中等度の難聴児については、各自

治体が独自に補聴器購入費助成を実施しています。助成額は国の基準
額にあわせていますが、区のホームページは更新が遅れているようで
まだ13.7万円（6/2現在）。早く更新するようお願いしました。



区役所近く、荒川１丁目の「スーパーバリュー」が６
月23日(日)で閉店とのこと。昨年９月には尾竹橋たもと
のドン・キホーテ町屋店が閉店しており、町屋・荒川地
域でスーパーや量販店の撤退が続いています。
スーパーバリューは2009年10月に開店、近隣には他に

大型店がなく「値段も手ごろで１週間分の食料をここで
買っている」など、南千住からの利用も多いよう。こ
の間、ヨークマート、オリンピック、ライフなどの大
型店出店の影響で地元の生鮮食料品店などは激減、日
常の買い回りはスーパー・コンビニに頼らざるを得な
いのが実情です。
しかし、コロナ禍もあって(株)スーパーバリューも

「不採算や賃貸借契約等満了、転貸による一部店舗の
閉鎖」を計画。荒川１丁目店の建物は自社所有のよう

ですが、跡地活用はどうなるでしょうか。閉店後の建物に別のスーパー
が入った例もあるようで、区からも働きかけてほしいとの声も多い。
大型店出店で地元商店が激減し、今度は大型店の撤退で買い物不便

地域がふえていくのでは困ります。くらしを支える流通・まちづくり
のあり方も含めて考えたい。

「補助331号線の整備がすすんでいますが、沿道の駐輪場はど
うなりますか？よく利用するので無くなると困る…」とのご質問
が。道路整備のための用地取得は終わっているので、今あるもの
は基本的には残ります。補助331号線の整備にかかわって無くな
るということはありませんが、民間の駐輪場なので事業者次第で
しょうか。西口はもう少し駐輪スペース整備も必要。

荒川区内を
歩いていると、木陰がない道が多いよう
に思います。街路樹のソメイヨシノが老
朽化して伐採、根上がりの少ない樹木や
中低木に変更され、大きな木が減ってい
ます。熱中症対策や気候変動の対策にも、
木陰をつくる樹木をふやす取り組みに
「森林環境税」（右ページに）を活用し
てはどうだろうか。



1 横浜市 ４億396万2千円

2 浜松市 ３億2571万2千円

3 大阪市 ３億1062万円

4 田辺市（和歌山） ２億8735万8千円

5 京都市 ２億8585万円

6 静岡市 ２億8331万円

7 札幌市 ２億6896万2千円

8 名古屋市 ２億5037万2千円

9 郡上市（岐阜） ２億3077万2千円

10 日田市（大分） ２億3048万8千円

　森林環境税の交付額
　　　　　　　トップ10（2022年度）

2019年度 801万2千円

2020年度 1702万6千円

2021年度 1730万2千円

2022年度 2318万2千円

計  6552万2千円

【荒川区への交付額】

そのうち1200万円が

基金積み立てに

６月から徴収が始まる「森林環境税」について、各メディアで報道されています。実
は、昨年７月に一足早くレポートでもお知らせをしていましたが、税の配分方法や使い
みちに疑問の声もあり、改めてお知らせしたいと思います。

徴収された税金は「森林環境譲与税」として全国の自治体へ配分され、森林の間伐や
林業の人材育成、木材利用の促進などに充てる、とされています。今年度からの徴収に

先行し2019年度から交付が始まっていますが、配分方法
は「森林面積：人口：
林業従事者数＝5.5：2.
5：２」とされ、森林が
なくても人口が多い自
治体に多額の交付金が配分されることに。

荒川区は森林面積ゼロですが、
2022年度は約2300万円が交付され

ています。区は国産木材の学習机・椅子の購入や植樹イ
ベント、小中学校の工事に国産
木材を使用するなどに活用した

一方、そのうち800万円を公共施設建替えなどの基金（区の貯金）
に積み立てています。４年間の交付額約6500万円のうち、1200
万円が基金積み立てにまわっている状況です。

23区全体でも2022年度約11億円が交付されまし
たが、２〜３割は使途目的が曖昧なまま基金に積
み立てられています。くらしが大変な中で国民に
一律課税ではなく、温暖化対策が原発頼みで後手
後手の政府の姿勢こそ変えなければ。農林漁業を
大切に、国土・自然を守り、森林整備にも本気で取り組む時です。

ご意見・ご質問頂きました ○メールいただきました。…「天王公園の照明が全体的に暗く感
じます。照明を明るく出来ないでしょうか？防犯カメラですが、木がかなり覆い茂っていて役に立つの
でしょうか。安心安全パトロールの方が見回りをしてくださって居ますが、車から降りて見回りをしてく
れる人も。…警察の方も見回りして欲しい」関係部署に不安を伝え、できることから検討を求めたい。
〇「このごろ雨が激しくて恐いです」という声が…地球温暖化で大気中の水蒸気が増え、
低気圧の強さと、水蒸気が多い分だけ雨量が増えるのだそう。やはり温暖化対策を。

森林環境税とは…

温室効果ガスの排出削減などを目的に、１人あたり年間1,000円を、住民税

の均等割に上乗せして自治体が徴収。2013～23年度までは「復興税」が年間1,

000円徴収されており、24年度から「森林環境税」に替わる形です。


